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革新と模倣の寡占価格論

一ポスト・ケインジアンの動態的構造論的アプローチ

植　村　博　恭

　〔1〕はじめに

　現代資本主義の特徴の一つは，寡占的経済体制とそのもとにおける技術革新

である。従来から，かかるテーマに関してはポスト・ケインジアン（特に，古

典派的，マルクス的伝統を継承する論者）によって多くの研究が進められてき

た。たとえば，シュタインドル〔ユ8〕，シロス・ラビー二〔ユ9〕などがそれで

ある。また，技術変化，構造変化を伴った経済成長に関しては，パシネッティ

〔1O〕のような斬新な研究も生み出されている。こうした研究を背景とし，近

年ネルソン＝ウインターによって展開されている技術革新に関するr進化理論」

（〔7〕）の成果を取り入れつつ現代の先端技術産業の動態分析を試みたのがジョ

バンニ・トシのr技術変化と産業の転換一理論と半導体産業への応用』（〔5〕）
　　（1〕
である。本論文は，このジョバンニ・トシの研究を取り上げ，そこで展開され

ている議論をより完結したモデルのかたちで再構成し検討を加えることを目的

としている。

　トシの問題意識は，r現代社会の成長と転換（transfomati㎝）の基礎にあ

る技術的諸要因とミクロ経済的推進力はなにか」（p．1）という間いであって，

彼はこの問いに対して，答えを用意しうるのは古典派的伝統であると考える。

rマクロ経済的変化における一般的な規則性に関して言うならば，われわれは，

古典派経済学のうちにインスピレーションと方法論的手弓1とを見いだすことが

できる（それは，フィジオタラートからリカードとマルクスを経て，‘ケイン

ズ革命’と‘ケンブリッジ学派’としてときどき言及されるところのものによっ

ていくぶん異なった観点のもとにおいて復活したL古典派経済学の根本問題

の一つは，マクロ経済的環境における成長と変化のパターンの長期的決定要因

に関するものであるが，技術に関するミクロ経済的な基礎は，二つの観点にお
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いて比較的研究されないままにおかれている」（p．2）として次の二点をあげ

乱第一に，技術変化は，正しく現代的発展の中心となる典型的事実であると

考えられているが，その決定要因に関しては十分な研究がなされておらず，第

二に，技術変化のもとにおける企業行動の問題と産業構造のパーフォーマンス

やマクロ経済的な環境の変化の一般的な規則性とが結び付きがたいモデルになっ

ている。数少ない例外はシロス・ラビー二によって提唱されたモデルであって，

それは技術的諸条件が主として規模に関する経済によって定義されるときかか

る問題を理論化しようとしている。これに対して，トシのモデルはr一産業に

持続的な技術革新過程が生じているとき，より一般的な諸条件においてモデル

を展開する」（p．2）ことを目指している。

　〔2〕技術革新と非対称性の理論

　A．技術のパラダイムと技術の軌道

　周知のように，現在，技術革新に関しては大きく分けてディマンド・プール
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2〕
説とテクノロジー・プッシュ説とが対立してい乱前者は，市場的諸力を技術

変化の主要な決定要因と考え，需要のパターンに対する反作用として技術革新

がもたらされるとするものであり，後者は，技術をある程度自律的な要因と考

え，技術革新は技術それ自体の理論によってもたらされるとするものである。

しかしながら，これらに対してトシは，前者は，需要をあらかじめ十分に予想す

ることは困難であるという難点を持つので，ある技術的発展がなぜある時期に

発生するのかと言うことを説明しえず，また後者は，科学一技術一生産物という

一方向の関係だけを追うのでは技術変化の複雑で不確実な性格を十分考慮しえ

ていない，それ故に，どちらも「経済的環境と技術変化の方向との問のフィー一

ドバックの複雑な構造」（p．11）を十分明らかにしていないと言う。それに対

して，彼が展開する理論の中心をなすのはr技術のパラダイム」（七echno！ogica1

paradigm）とr技術の軌道」（technoIogica1　trajectory）という概念であっ

て，前者のr技術のパラダイム」は，r自然科学から弓1き出された選択された

諸原理と選択された物的技術にもとづく選択された技術的諸問題の解のモデル

やパターン」と定義され，後者の「技術の軌道」は，「技術のパラダイムの基

礎の上で‘正常な’問題解決活動の（すなわち，‘進歩’の）パターン」と定義
　　　　（3〕
されている。すなわち，一定の科学的発展を前提として経済的，制度的，社会
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的，政治的諸要因の相互作用でr技術のパラダイム」が決定され，それが規定

する多くのトレードオフの中からひとつの「技術の軌道」が選択されるという

ものである。その際，彼が強調することは，R＆Dの重要性と労使のコンラ

リクトの問題であり，特に後者については，「産業（労使）のコンフリクトと

所得分配に関するコンフリクトが構造的特徴である社会においては，労働に対

する機械の代替は，新技術の探索過程における強力な決定要因であるにちがい

ない」（p．19）と言う。すなわち，より一般的にいえばr産業（労使）のコン

フリクトと社会的なコンフリクトのパターンは新しい技術のパラダイムの選択

の過程のにおいてしばしばネガティブな基準とポジティブな基準の双方として
　　　　　　　　　　　　　　　（4）
作用する」（p．19）と言うのである。また，このようにして選択された技術的

径路において到達された最も高いレベルのものをr技術のフロンテ’イア」と定

義する。

　B．技術革新と非対称性

　彼が技術変化と産業構造との相互作用を分析する際，注目するのは企業問に

存在するr非対称性」（aSymmetry）であり，それは各企業が技術の軌道にそっ

て展開する技術変化の影響を異なったかたちで受けることによって生み出され

る。この「非対称性」を軸に展開される過程は，「しばしば　‘シュンペーター

的競争’として言及されているが，それは新古典派ミクロ経済学によって含意

されている過程とは根本的に異なった調整メカニズムを含んでいる。後者にお

いては，商品市場における不均衡が，所与でかつ一般的に一様なテクノロジー

に対して価格と数量における変化を生み出す。前者においては，模倣と技術の

普及が企業間の技術的非対称性を減少させる（それゆえ，早期の革新者の’超

過利潤’を減少させる）傾向をもつ」（p．99）。この過程では，調整メカニズム

は生産技術と生産物における変化に対して生じるのであって，価格と数量にお

ける諸変化は生じはするが，それらは生産の変化する諸条件の副産物であって

市場が清算されないという事実の結果ではないのである。そして，r周知の様

に，競争過程のこのイメージは革新と成長のシュンペーター理論を支えている

ものであ乱しかしながら，同様のイメージは何人かの古典派経済学者（スミ

スとリカード）のうちに暗黙に合意され，マルクスにおいては明示的に示され

ていた‘ミクロ的基礎’とそれほど隔たってはいない」（p．99）。
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　C．寡占的環境の定義

　このような競争観に基づいて，トシは寡占的環境に対してr弱い仮定」と

「強い仮定」とを与え乱彼が与える「弱い仮定」とは，次のようなものである。

　1．革新性（innovativeness）と生産の諸条件に関する企業間の技術的相違

（非対称性）は，技術変化の決定的な帰結である。

　21個別的諸企業（とその相互作用）は，それらの行為を通してその環境に

影響を持続的に与えうるし，与えている。

　3．各企業が環境に影響を与える能力は，技術のフロンティアに対するその

位置，規模，市場シェアの関数として異なり，ただいくつかの企業のみがプラ

イス・メーカーたる構造的能力をもっている。

　4．諸企業問の技術的相違によって，パーフォーマンスの指標，特に生産性，

利潤マージン，利潤率は諸企業のあいだで恒常的に異なる。

　彼は，しかし以上の条件では，新古典派的なr完全競争」を排除するもので

あっても古典派的意味での競争的環境（原子的競争）の条件を示しているにす

ぎないという。なぜなら価格，マージン，利潤率はr平均的生産諸条件」によっ

て決定される値をめぐって引き付けられ，産業全体での相異なる超過利潤はゼ

ロをめぐって平均化されるからである。

　したがって，通常言われているところの寡占とは，次のようなr強い寡占の

仮定」を言う。すなわち，r寡占的環境の存在は特定の産業の利潤率と競争的

諸条件においては確立されたであろう諸産業にわたって均等な利潤率とのあい

だの長期の正の格差を含意する。」（p．100）という仮定である。ところが，こ

こに困難が生じる。なるほど「純粋に理論的な領域においては，われわれは競

争的利潤率を定義するのに圧倒的な困難に直面することはない。それは，賃金

率を所与とし，行列の投入係数を各産業の平均値であるとすれば，（スラッファ

にならって）産業の相互依存性の体系を解明する比率によって表すことができ

る。基礎となっている行動上の仮定は，産業間の資本移動は産業間の利潤率格

差を排除する傾向を持つだろうということである。しかしながら，実際にはわ

れわれは事実に反した実験を行うことはできない。われわれは，競争的利潤率

がどのようなものであるはずだったか知ることは困難であり，それゆえわれわ

れは実際の利潤率と競争的利潤率との差異が存在するのか否か知り得ない。一し

たがって，（強い意味での）寡占的環境のありうべき存在を発見するより間接
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的な手段を使用せざるをえない」（p．101）のである。したがって，彼は’強

い’寡占的環境の存在を許すような諸条件を定義することへと向か㌔すなわ

ち，技術に関する「占有司能性（appropriabihty），累積性（cumu1ativeness），

規模の経済性が大きければ大きいほど，トレンドの寡占価格が生じる可能性が

大きいであろう。われわれは，この仮定を市場力の度合に関するいかなる仮定

も設けることなし述べることが出来ることに注意すべきである」（p．101）と

指摘し，さらにr非対称性を創造する諸要因と普及の諸要因との相対的な速度

が弱い寡占的条件と強い寡占的条件とを区別する」（p．147）のであり，r寡占

力の源泉は，既存企業と潜在的参入者との，または既存企業どうしでの様々な

種類の構造的差異にある」（p．121）と言うのである。

　〔3〕革新と模倣の寡占価格モデル

　A．シロス・ラビー二との相違

　トシの議論をモデルによって再構成するに先立って，シロス・ラビー二との

相違を確認しておこう。シロスの場合は，規模の相違と単位費用の相違とが問

題とされていたが，彼が注目するのは恒常的に革新的な企業の存在であり，彼は

技術進歩の占有可能性と累積性とを規模の経済性とともに重視する。この点が

彼の理論の最大の特徴点であって，それが参入障壁（en士ry　barriers）と移動障壁

（mobihty　barriers）として収益性に影響を与えると考えられているのである。

　この点をより立ち入ってみることにしよう。彼は，シロス（あるいはベイン）

の理論をr構造論的アプローチ」（structuraユapproach）と呼んで検討し，そ

こで置かれている想定を次のようにまとめている。（1〕企業規模に関連して企業

間に（時間とともに変化するにもかかわらず）恒常的な技術的不連続性が存在

する。12〕技術的に決定された最小生産規模が存在する。（3嵯業に対する短期の

需要の価格弾力性と各企業に対するそれとは，（少なくとも寡占的均衡の周辺

では）十分に無限大より小さい。14〕考察されている市場の商品と他の諸商品と

の間の代替の交差弾力性は，（特に短期では）比較的低い。15〕各規模クラスに

対する生産技術は，完全稼働以下のいかなる活動水準においても非収穫逓減に

よって性格づけられる。

　最初の二つの条件は，技術的参入障壁を定義ものであり，シロスの場合には

企業は，参入を阻止する水準に価格を設定し，さらに新規参入のケースにおい
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では，産出量水準を不変に維持するものと予想するいわゆる　‘シロスの公準’

が設け」られる。そして，価格は次のように表わされる。

　　　　　　　　　　W．　　　　K．　　　　　P≦Pm　＝一　十　a　＋一　　十　9m　　　　　　　　　　　（1）
　　　　　　　　　　π直　　　　X。

また，実際の価格設定手続きは平均正常可変費用にマークアップしたものとな

る。　　　　　W
　　　　　P＝（一十a）（1＋m）　　　　　　　　　（2）
　　　　　　　　π

ここで，P：単位価格，W：賃金率，π：正常労働生産性（正常産出量水準に

おける），K：固定資本費用，a：労働以外の可変的投入物，g：単位当りの純

利潤，X：正常産出量水準，m：可変費用に関するマージン。また，サフィッ

クスW。，π。，K日などは潜在的参入者にとっての賃金率，生産性，資本ストッ

ク等を表し，gmは，潜在的参入者が受け入れる最小利潤率に対応する単位当

たりの最小純利潤を，Pmは最小価格を表す。シロスのモデルで，価格決定の

要因となるのは，11肺場の絶対的規模，12〕需要の弾力性，13〕技術，14〕技術とと

もにその企業の平均総費用を決定する可変的諸要素（賃金率を含む）及び機械

の価格，である。

　すでに述べたように，このタイプのモデルは企業間の規模と費用に関する不

連続性に大きく依存している。しかし，トシは半導体産業を念頭におきつつ，

「今日の形態におけるこれらのモデルは，急速な技術革新のある産業に対して

は，限られた解釈カをもつでだけである」（p．ユ16）と言う。そして規模の経

済よりも，一革新性の異なる度合とr学習の経済」（1earning　eCOnOmy）とを基

礎においてr構造論的アプローチ」を発展させる必要を強調するのである。こ

こで彼が「学習の経済」と呼ぶのは，r変化しない資本に体化された技術の基

礎上で≡の生産費と累積的生産量との間の反比例的関係」（p．170）であり，そ

れがr動学的参入障壁」を形成すると考えるのである。このようにして彼が目

指すのは「弱い構造理論」（weak　struc七ura1七heory）と彼自らが呼ぶもので

あり，rわれわれは，これらの行動の自由度の構造的境界の進化に本質的に関

わるであろう。これが，われわれが「弱い構造理論」と呼ぶものの意味である。」

（P．110）と言う。

　かかる理論を展開するにあたって，彼は「技術のフロンティア」の上にある

革新的企業に関して次のような仮定をおく。（1噺生産物は，一定の期間にわた
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りその商品に関する独占的地位を享受することのできる企業によって市場にも

たらされる。12庫新的生産物は，その技術的特徴にしたがって自らの市場を創

造する。13庫所者とありうべき模倣者とのあいだのタイムラグは，技術的に決

定される（既ち，一時的独占者の価格政策はタイムラグ自身には影響を与えな

い）。14〕その商品の生産においては，持続的な学習の経済が存在するので，単
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
位可変費用は累積的生産量に反比例する。

　B．モデル

　彼が，企業問に存在する技術的非対称性と価格およびマージンとの関係に関

して描くモデルをより完結したものにするために，ここでは11〕累積的生産量と

各時点での生産量との関係を明示的に扱い，12贋金率を明示的に導入し検討す
（6）

る。また，ここでトシと同様，企業が価格戦略を計画する時間の長さは，革新

者と模倣者とのあいだの技術的に決定された模倣ラグ（T）に等しいものと仮

定する。

　まず，価格とマージンとの関係は次のように表すことができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　Wo
　　　　　Pt＝mt　coXtLb，　co一一十　ao　　　　　　（3）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　πo

ここからマージンは

　　　　　mt＝Pt／coXt－b　　　　　　　　　　　　　　　（4）

　ここで，Pt1時間tにおける価格，m・1時間tにおける可変費用に対する

マージン（マークアップの水準），CO：初期の生産に対する単位平均可変費用

（以下では単に可変費用と呼ぶことがある），X　t＝時間Oからtまでの累積的

生産量，b：学習効果を表わす係数（b＞0），（その他の記号は前節と同じで

ある）。

　需要関数は，次のように表現される。

　　　　　xt＝A・Pt－a・eht　　　　　　　　　　　　　（5）
　　　　　　　　　　　　　　　（7〕
この需要量が生産量を決定する。需要量は，価格の関数（PtI3）であるだけ

でなく，時間の関数，すなわち使用者によってなされる革新と学習効果の関数

であり所得の関数（eht）である。ここで，tは時間，hは外生変数である。

　時間Oからtまでの累積的生産量は各時点での生産量の積分値として次のよ

うに定義される。
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（6）

　また，時間t後の潜在的参入者の可変費用は，

　　　　　c。＝　co・9（t）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

参入者の初期可変費用は，オリジナルな革新者のものから普及効果を時間の単

調減少関数として表したハーセンテイジ（g（t））をかけたものに等しい。

　時間七における革新者と潜在的参入者との間の可変費用の費用格差は，

　　　　　Dt＝　co・9（t）一。o・Xt－b　　　　　　　　　　　　　（8）

この格差は，潜在的参入者の企業が新たな革新に成功しないすべてのケースに

おいて正である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　模倣ラグTの後の現実の価格PTは，次の制限価格P。の担くにある。こ

こでいう制限価格とは，ある一定の模倣ラグの後に価格が潜在的参人者に対す

る費用プラス最小利潤よりわずかに低くなる水準の価格をいう。すなわち，そ

れは次のように表すことができる。

　　　　　　＊　　　　　PT≦mm・co・9（t）　　　　　　　　　　　　　（9）

　ここで，

　　　　　　　　　　＊　　　　　mT・一P・　≧m、　　　　　（10）
　　　　　　　　c．XT－b

とすると，時間丁における現実の価格は13〕式同様

　　　　　PT＝mT　co　XT■b　　　　　　　　　　　　　　　　（11）

と表すことができる。

　以上から，価格は，革新者と潜在的模倣者との費用における格差を考慮し，

受け入れうる最も低い利潤率に対応する最小値（mm）以下のマージンを参入

者に対してもたらす水準，すなわち参入を阻止する水準に設定される。さらに，

価格はそれが革新者が革新費用のある既に確定された部分をカバーするのに十

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊分なマージンを保障するなら，水準（PT）の近くに設定されるだろう。

　19〕式とω式によって価格が決定されると，生産量は式15〕によって決定される。

その生産量は16〕式によって累積的生産量（Xt）を決定し，それゆえラーニン

グ・バイ・ドゥイングのトータルな効果を決定する。

　次に，需要弾力性の効果を分析しておこう。現実の価格P。を，時間Oから

Tまで一定値をとる外生変数と考えた場合，13〕，15〕，16〕から可変費用C・とマー



革新と模倣の寡占価格論 69

ジンmT，およびP・の変化に伴うそれらの変化は次のように求めることがで

きる。

　　　　　CT＝c　o　XT－b

　　　　　　＿co［A（eh1－1）］一bPT且b　　　　　　　　　（12）

　　　　　　■　　　　hIb

h■b

mT＝ @co［A（ehT－1）コーb　pTl・b－l　l （13）

∂CT＿　abco［A（ehT－1）］■b　PT＝且b－1〕

∂P，　　　h一・　　　〉O　（14）

　　　　　∂mT＿　　　（1－ab）h－b　　〉　　　　　　＜
　　　　　一＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝O　Hab＝　1　（15）
　　　　　∂PT　co［A（ehT－1）］IbpTa　く　　　　　＞

　したがって，価格の引下げに際して利潤マージンに対する価格弾力性の効果

は正である（価格弾力性が大きければ大きいほど，マージンも大きい）。この

ことは，急速に拡大する市場が学習の経済に関してもつ効果を通して生じるも

のであり，価格における比較的小さな減少が生産量における比較的大きな拡大

をもたらし，したがって多大な学習の経済を許すことによって可変費用を減少

させるのである。またこの関連において，需要が生産量を決定することが基礎

となっていることはとりわけ留意する必要があろう。ただし，価格の引下げが

マージンの上昇をもたらすか否かは，需要の価格弾力性（a），と学習効果（b）

の大きさに依存する。

　次に賃金率の変化が与える影響を確認しておこう。18〕，19〕，伍O〕式より，

∂m。＿　1　　　PT
一一一一一 E　　　　　　＜O
∂W　　　πo　c02Xデb

（16）

∂DT　　　　　　　　　　1
T＝（・（・）1X・一b）T＞O （17）

　したがって，マージンは賃金率の減少関数であり，革新者と潜在的参入者と

が同一の賃金率で労働者を雇用できる限りでは費用格差は賃金率の増加関数で

ある。（ただし，労働市場が分断化されている場合や外国貿易を分析する場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
には賃金格差を導入しなくてはならない）。

　以上により，現実のマージンmは次の諸変数に依存する従属変数となる。（1〕
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最低利潤率（mm），（2模倣ラグ（T）・13〕学習効果係数（b），（4〕技術の普及（g（t）

によって表される）。15儒要の価格弾力性（a），16肺場の絶対的な規模，（7〕単

位平均可変費用（co，特に，賃金率Wを含む）。

　C．モデルから得られる可能な戦略

　モデルから次のような点が確認される。

　第一に，r技術のフロンティア」に位置し新生産物をもって参入する革新的

企業は市場を見つける際，市場の規模は部分的には商品に備わっている技術的

な特徴によって決定されるが，それに加えて革新的企業はその価格設定政策を

通して市場を作り上げる。動学的価格設定政策はまさにこの戦略を問題とする

のである。

　第二に，参入障壁は革新的企業それ自身によって作られる。参入障壁は生産

物の技術的性質（それは，市場の初期規模を決定するのに貢献する），学習係

数，ある生産物の最初の導入と他の企業が同様の生産物をもって参入する可能

性とのあいだの模倣ラグ，に依存する。18〕式に示されている費用格差（＝非対

称性）は「学習の経済」が十分働くかぎり累積的に拡大する傾向をもつ。ただ

し，模倣者がまったく新たな革新を成し遂げたばあいにはこの非対称性は縮小

ないしは逆転することもありうる。

　これらの諸条件のもとで，革新的企業は三つのオルターナティヴな実戦的戦

略を取りうる。（a）最初に独占価格を課し，のちに模倣ラグの終わりに制限価

格にまで弓1き下げる。（b）市場を先取りするために参入阻止水準以下の先取り

価格を課し，学習の経済の効果によってこの戦略が追加的な参入障壁を形成し

たあとでマージンを増大させる。（C）最初から制限価格を課する。

　（図ユ）は，このうち初期における独占的価格設定・（P1）と反対に先取りの

価格設定（P2）という二つの極端なケースを示している。ここで，m＝可変

費用に関するマージン，c＝可変費用，X＝累積的生産量，t＝時間，T＝革新

とありうべき模倣とのあいだの模倣ラグである。単位可変費用（C）は，技術的

に決定されたr学習曲線」（Co－C）に従い，累積的生産量（X）の増加に伴っ

て減少する。ところで，模倣期間丁の後において，累積的生産は先取りのケー

スより独占的価格設定のケースにおけるほうが低くなるだろう（Xl＜X2）。また，

先取りケースにおける費用C2は，独占的価格設定のケースの費用Clより低く
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なる。潜在的参入者の単位可変費用は，革新者の初期可変費用に普及効果をか

けたもの（oo・g（t））となる。革新的企業と潜在的参入者との単位可変費用に

おける格差（Dt）は，マージンの水準の決定に関与するので，先取り価格の

ケースにおいてはマージンはしだいに増加する。なぜならば，学習効果に基づ

く参入障壁は独占的価格設定のケースより高いからであ孔ここには，現在の

利潤と将来の利潤とのトレードオフがある。このようにしてモデルから企業の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
戦略が取りうる境界を示すことができるのである。

　D．複数の革新的企業のケース

　これまで展開してきた議論は複数の革新的企業が存在する場合へと容易に議

論を拡張することができる。学習曲線の異なった部分に位置する諸企業が存在

する産業を考察しよ㌔このような産業構造は企業の小さなグルrプが初めす

べて技術のフロンティアの近くにいてその産業に参入し，その後継続的参入が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1o）
起こったという事実によるものと考えられ乱それは制限価格にもかかわらず



72 一橋研究　第10巻第4号

マイナーなプロダクト・イノベーションのためか，あるいは既存企業が実際に

参入阻止水準以上の価格を課したためなどの理由が考えられる。市場シェアは，

単位平均可変費用における企業間格差の関数であると仮定すると，最も高い費

用の企業が最も低い市場シェアを享受することになる。その場合，所与の技術

的不連続性に対してマージンは先導的企業の市場シェアの逆関数になる。価格

と数量（Xo，Po）に対応する初期状態を考えよう。ここで，Poは参入阻止価

格である。既存企業の市場シェアをμ1，μ。，…，μ。とし，また企業ユは

先導的企業，企業nは限界企業であるとする。第n企業の排除による先導的

企業の市場シェアの増大は，最初の潜在的参入者と限界的企業とのあいだの1コ

ストにおける差異に等しい大きさの価格の引下げを含意するだろ㌔さらにこ

こで，各企業に対する需要の価格弾力性は産業に対するそれに等しいものとす

る。

　C！を先導的企業の（Xo，Po）における可変費用，C・を限界企業の可変費

用，C、を制限価格が基礎を置いている潜在的参入者の観念的可変費用とする。

さらに第i企業の市場シェアは近似的に潜在的参入者の単位費用とそれ自身の

単位費用との差に比例するものとする。

　　　　　μi＝k（C。一Ci）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）

第n企業の排除は，△μ1＝μnであることによって，先導的企業の市場シェ

アを増大させるだろう。しかしながら，市場シェアにおける増加は，（少なく

とも）以下の大きさの価格の減少を含意する。

　　　　　一△P＝C。一Cn

118）式を書き換えれば，

　　　　　　　　　1
　　　　　一△P＝丁△μ1

ここから，112）式を用いて，市場シェアの増大に伴うマージンの変化△mを求

めれば次の式を得る。

　　　　　　　　　　Po一（1／k）　（△μ1）　　　　　　　　　　　　Po
　　　△m＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一　　（19）
　　　　　　　Cl［1－ab（1／Po）（1／k）（△μI）］　　　C1

この式は，企業問の所与の技術的不連続性に対してマージンの変化△mと市

場シェアの変化△μ1との間の関係を与えたもので，それは，もしaとbの値

がさほど大きくないならば，一般的に負である。したがって，産業に対する需
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要の弾力性が比較的低いときはいつでも諸企業問の構造的非対称性にもとづく

寡占的均衡をくつがえす費用は潜在的利益よりも高い。価格をより下げること

による費用を支払うことなしにこれらの企業問の非対称性のパターンを変化さ

せることによって高い市場シェアを獲得する最も有力な方法は，技術革新の形

態か技術的模倣の形態での技術変化を通してそれを行うことである。

　市場シェアの方程式に入り相対費用にしたがって諸企業の分配を定義するパ

ラメーター（ユ／K）は，歴史的パラメーターである。このようにして，この

モデルは，構造的諸条件と企業の行動の自由度との関係に関する有益な定義を

与えるものとなっている。先導自勺企業の価格政策は潜在的生産者と現実の生産

者との問に引かれる。このように制限価格は企業問の技術的非対称性の全ての

範囲がマージンと市場シェアとの間のトレード・オフに関する企業の戦略ととも

に与えられて初めてはっきりとした意味が与えられる相対的概念である。

　（図2）は，この様子を示したものである。ここで，先導的企業の市場シェ

アは，（Xo－X2）／Xであり，CI，C2，C、一1，C、は，異なった学習経済に

依存する各企業の可変費用である。現時点では，企業（n＋1）の参入が阻止さ

れている。たとえば，もし価格が企業（n＋1）がその産業に参入するのを許す

のに十分なほど高いならば，企業（n＋2）に対してのみ参入は阻止されていた

（図．2）
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だろう。技術的不連続性は参入障壁と移動障壁としての役割を演じ，他方，企

業の行動はこれらの障壁のどれだけが市場を先取りし市場シェアを増大させる

ために開発されるかを決定する。

　（図2）は，「弱い構造理論」（weak　structuraユtheory）の意味するところ

をよく示している。Xo　HG　F　E　D　BA　C，C、・1L…の勾配は産業の非対称性

の度合に比例し各企業が享受しうる自由度の境界を表している。それは，r構

造的制約と戦略の境界に焦点をあてたもので」（p．135），ここでは非対称性を

機動力とした寡占産業の動態を語ることができる。このようにここでの議論は

「産業における重心と調整の過程の境界」（p．147）を確定しようとするもの

である。

　〔4〕まとめにかえて

　このように，トシによって展開された議論は技術革新と学習の経済とを積極

的に取り上げることによって，寡占価格論を動態的な枠組みへと一歩前進させ

るものとなっている。しかしながらその反面まだ十分に展開しきれていない論

点も少なからず散見される。そこで，本稿のまとめとしてトシの議論の特徴と

問題点とを整理することにしたい。

　第一に，モデルを決定しているのが構造的パラメーターである点は特徴的で

ある。実際の企業の戦略がどのようなものであろうと，構造的パラメーター一

（模倣ラグの長さ，学習効果の大きさ）は，マージンと利潤率の水準と一義的な

関係を持ち，特に，所与の戦略に対して，それらの水準は模倣ラグと学習曲線

の傾きとに関する増加関数である。つまり革新者と潜在的模倣者との間の費用

格差（それは，独占／寡占力の基礎に横たわる非対称性である）は，模倣ラグ

の長さと模倣期間の間に革新者が成し遂げうる学習効果に直接関連しているの

である。革新的企業が短期において利潤を極大化するか，あるいはよりルーティ

ン化された行為のルールに従うかに関わりなく，利潤がその目的の一つである

かぎり，模倣ラグが長ければ長いほど，革新的企業は潜在的参入者に対する

費用上の有利さを蝕む（あるいは失う）という恐れなしに，より高い価格を課

すことができる。

　第二に，トシのモデルで定義されている理論的制限価格は，ある種の観念的

基準であって，それは価格設定戦略がどのようなものであろうと変わらないな
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らば，現実の価格と同じ方向に動く。したがって，企業の戦略に関わりなく，

現実のマージンは生産と需要の諸条件の知識のみによって定義しうる観念的な

制限マージン（それは制限価格に対応する）と同じ方向に動き，その近傍に位

置するものと把握される。このことによって，彼は企業行動に関する仮定にた

よることなく価格水準のありうべき領域を確定してみせたということができよ

う。

　第三に，規模に関する収穫逓減の仮定を退け，それに代えて「学習の経済」

を中心にすえて寡占価格論，寡占利潤論を展開したところにトシの理論の最大

の特徴がある。彼のモデルでは，革新的企業のr学習の経済」が企業問の非対

称性を持続的に生み出し，その非対称性に規定される産業内の構造的差異（そ

れは費用格差として現れる）の運動が，価格と利潤とを決定するという論理に

なっている。しかしながら，残念なことに彼にあっては「学習の経済」の内実

が十分に検討されているとはいいがたい。特に，彼がr学習曲線」がr技術的」

にのみ決まると考えている点は肯定しがたいところである。むしろ，実際に企

業組織がいかなる過程を通じてr学習の経済」を展開していくのか検討する課

題が残されているというべきであろう。そして，その際には本稿では検討の対

象外とした企業間の賃金格差等の問題をも視野に入れてモデルを展開する必要

があると言えるだろう。

　第四に，トシよって展開されている寡占のイメージは，従来のポスト・ケイ

ンジアンやマルクス派の見解と比べると，著しく競争的でありダイナミックな

ものである。それは，寡占のもとで価格競争は抑えられているとしても費用引

き下げ競争は激烈に続けられていることを強調するものである。現在，静態的，

停滞的な寡占観が各方面から再検討されている時期だけにトシの理論は，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　（11〕
ような動きと呼応しているものといえる。しかしながら，半導体産業を念頭に

おいた彼の理論は，「ラーニング・カーブ」（学習曲線）など半導体産業におけ

る現実におおきく依存していることも否定しえないところであり，したがって，

はたして他の寡占的産業にも妥当する寡占一般の理論と言えるか否かについて

はなお検討の余地のあるところであろう。

　第五に，総じて，トシは分析の中心に伝統的なミクロ経済学でなじみ深い

（企業問の）同一性と均衡の概念ではなく非対称性（aSymmetry）の概念を

すえ，非対称性によって形作られる構造的制約性に焦点を当てている。技術
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革新の過程とその私的領有とが持続的に非対称性を創造するので，かかる非対

称性は存在するのであり，それは彼がいうようにr動態的競争（dynamiC

competition）の過程」を生み出す。かかる過程を分析した彼のモデルが主張

しようとしたことをもし一言で言い表すとすればr競争的利潤率と均衡寡占利

潤率との差は企業問の構造的非対称性の関数である」（p，294）ということ三．

これである。もちろん，これまで寡占理論で強調されてきた寡占の特徴，すな

わち，シロス・ラビー二が強調した規模の経済性やシュタインドルが展開した

計画的過剰能力の問題もかかる枠組みにしかるべく位置づけられる必要がある

だろうし，また，彼自身が繰り返し述べているように，ここで示されたモデル

をパシネッティのようなマクロ経済的な枠組みへとつなげていく課題も残され

ている。ともあれ，ここで示したジョバンニ・トシのモデルは一方で技術の普

及が企業問の非対称性を衰えさせる傾向を持つとともに，他方で技術革新の過

程が新たな非対称性を生み出し続けるという動態的過程の分析に対して第一歩

を踏み出すものとなっている。

　　注

（ユ）　ネルソン＝ウインター〔7〕によって展開されている「進化理論」について

　　はここで十分に展開することはできないが，エルスター〔6〕では，それが新

　　古典派，マルクス派との対比で検討されている。

（2）　ディマンド・プール説の代表者は，ローゼンベルグ〔1I〕，〔12〕，〔13〕である。

（3）　この言葉はネルソン＝ウインターの「技術進歩の自然的軌道」の示唆をうけ

　　たものである。

（4）　この点をトシはあまり踏み込んで展開していないが，この点を展開すればボー一

　　ルス＝ギンタス〔9〕（特に，第9章）などの議論と接点を持つことになるだ

　　ろう。

（5）「学習の経済」を初めてモデルとして展開したのは周知のようにアロー〔1〕

　　である。ただ，トシの場合アローの想定とは異なってティルトン〔2ユ〕などの

　　実証研究に従って累積的生産量と費用との問に反比例的関係を想定している。

　　また，生産量と生産性に関しては，「Verdoorn－Ka1dorの法則」とよばれる

　　規則性が主張されることがある。トシはこの点に関して次のようにいっている。

　　「全半導体産業に関するアメリカのタイムシリーズのデータに関してその関係

　　を評価しようとしたいくつかの試みは，貧しい結果しか生まなかった。この関

　　係の不安定性は，技術変化が急速で，ラディカルで，ただ部分的にのみ資本設

　　備に体化されている部門では生産性の比例的変化は生産量と固定的投資におけ

　　る短期的変化から独立なしかたで生じるかもしれない，ということを示唆して

　　いる。この結果は，他のハイ・テクノロジー部門においても適用されうるなら
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　　ば注目すべきものである。それは，資本設備に体化されていない技術変化のそ

　　の部分での重要性を示している。その結果それ自体はVerdoorn－Ka1dorの法

　　則の存在を否定するものではまったくない。しかしながら，それは革新的部門

　　とより成熟した部門との相違を照らし出す。」（plユ71）。すなわち，ハイ・テク

　　ノロジー産業において強調されるべきは学習の経済なのである。この彼の解釈

　　は，ボブ・ローソンがカルドアとの一連の論争（〔8〕，〔14〕，〔15〕，〔16〕）の

　　結果至1」達した次の結論と共通してい孔「Verdoornのモデルには技術進歩が

　　存在しないことに注意することは興味深いことである。確かに，規模に関する

　　収穫逓増は存在するが，しかしそれは純粋に静学的な種類のものであって，後

　　の著者達がとても強調してきた“ラーニング・バイ・ドゥイング”やその他の

　　“動学的な規模の経済”　のなにものも存在しない。各国は，同一の所与の生産

　　関数を持つものと仮定され，生産量，雇用，生産性における変化はこの関数に

　　沿ったシフトによってもっぱらにもナこらされる。技術進歩は経済発展の明かな

　　姿であるから，これは明らかに主要な弱点である。さらに，いかなる観察され

　　る規模に関する収穫も，すでに知られている技術の間の純粋に静学的な選択の

　　結果というよりもより動学的な学習過程の結果なのである。」（〔16〕p．133）。

（6）　トシが示したモデルは基本的な枠組みだけで十分な検討がなされていなかっ

　　たので，ここではなるべく完結したモデルになるように再構成を試みている。

（7）　この点に関して彼の経済像を知るうえで参考となる次のような説明がある。

　　「先進資本主義経済における生産のいかなるさらなる拡大も一般的には（収穫

　　逓減のような）供給の制約によって制限されているのではなく，市場の規模に

　　よって制限さているのである。このことが，ケインズ・マクロ経済学の産業レ

　　ベルにおけるある種の基礎をあらわているということは容易に見て取れる。」

　　（p．130）o

（8）　トシ〔5〕の第4章，およびトシ〔4〕では賃金格差を導入して貿易理論を

　　展開している。

（9）　トシは，この先取り効果が展開された例としてアメリカ半導体企業によるヨー

　　ロッパ進出をあげている。

（1O）具体的に1960年代後半にアメリカで半導体産業に起きた参入に関しては，

　　トシは「アメリカの産業は技術のフロンティアの上に位置していたという事実

　　と‘設備に体化されている’というよりむしろ・人々に体化されている’ままに

　　留まっていた技術それ自体の特徴」（p．165）にその原因を求め，さらにConsent

　　D㏄reeなどのアメリカの特殊事情等を指摘してい乱

（11）現在，欧米マルクス派のなかでは「重心」（the　centor　of　gravity）概念に

　　対する関心が高まるとともに，いわゆる「独占価格」に関する再検討のための

　　討論が展開されつつある。例えば，ゼムラー〔17〕などは，そこに一石を投じ

　　るものである。かかる論争については，検討する機会を持ちたいと考えている。
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